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２．研究成果の概要 

 企業が災害で倒産せず，事業を継続できるようにするために，事業継続計画

（BCP）の作成が勧められています．しかしながら，災害イメージがない状態

では事業継続のために何を考えないといけないかを考えることは難しく，自分

たちだけで BCP作成に取り組むことには大きなハードルがあるのが現状です． 

本研究では，このようなハードルを下げて，BCPを作成しやすくするために，

「これについてはどうなっていますか？」「こういうときはどうしますか？」

というように，問いを投げかけ，それに答える形で BCPを作成する．という，

「伴走型 BCP作成システム」の構築を目的としています．本研究期間では，モ

デル企業に対して専門家による伴走型 BCP作成支援を行うことで，災害イメー

ジがない人に対してどんな問いを投げかけると答えやすいのか，その企業の事

情に合わせた BCP作成ができるのかを整理しました．昨今，オンラインでの問

い合わせ対応は，人でなくコンピューターが回答を返すチャットボットと言わ

れる仕組がよく用いられています．今回整理された内容は，チャットボットの

応対シナリオの基になる情報となるため，今後は，今回の成果に基づいて，

BCP作成支援チャットボットの開発と，効果的な運用策の検討行う予定です． 

 

３．研究成果の詳細 

 東日本大震災による倒産は 2011年からの 5年間で 1,898件，阪神淡路大震

災では 1995年からの 3年間で 394件の倒産が発生しており，大規模災害時に

は，企業の事業継続が難しくなる．しかも，この数字は被災地域内だけでな

く，被災地域外の企業も含まれている． このような状況から，企業の事業継

続計画（BCP）の作成が推進されているが，帝国データバンクの調査による

と，BCPの策定率は 2019年の調査で 15%，2020年 16.6%，2021年 17.6%であ

り，少しずつ策定率は上がっているものの，策定率はまだ低水準である．ま

た，大企業の策定率が 32.0%に対して中小企業の策定率は 14.7%であり，中小

企業で特に低い．策定しない理由は「策定に必要なスキル・ノウハウがないこ

と」が 41.9%，「策定する人材を確保できない」が 29.3%，「書類作りで終わっ

てしまい，実践的に使える計画にすることが難しい」が 27.4%，「策定する時間

を確保できない」が 24.0%であり，作成時の負担や，計画に実効性を持たせる

ノウハウの欠如などが，実効性のある事業継続マネジメントの阻害要因になっ

ている事が分かる． 

 ここから，BCP作成のノウハウがないことが阻害要因になっているが，災害



時にその企業がどうなるか，その時誰が何をしないといけないかということは

その企業の人にしか分からない事である．これらを，企業の担当者が一から自

分で考え導きだすことが難しくとも，それらを引き出すための適切な質問の設

定さえできれば，企業の担当者がそれに答えることは難しい事ではない． 

 そこで本研究では，中小企業庁が公開している BCPの入門コースのひな形に

基づいて，BCP作成を伴走支援するためのシステムの開発に向けた研究を通じ

て，伴走型支援とその仕組の実装に関する社会的期待について検討した．な

お，一問一答の形として，最終的にはチャットボットの様な形式の仕組を実装

していくことを想定しているが，今回の研究期間ではチャットボットを実装す

ることが困難であるため，専門家による BCP伴走支援時に，問いの形式で項目

を表示し，一つずつ回答を入力・蓄積できるシステムを開発し，問いに答える

形式による BCPの作成支援の仕組の有効性を確認した．研究は以下の手順で実

施した． 

① プロトタイプシステムとして，専門家の伴走を前提とする一問一答形式

でひな形の項目を入力できるシステムを開発する 

② モデル企業を対象として，専門家の伴走支援のもとに BCP作成を行う 

③ BCP作成の様子を記録した動画の文字起こしを行い，ひな形の各項目に

ついてどのような質問と回答がなされているのかを抽出する 

④ 伴走支援型の仕組に関する社会的期待について明らかにする 

  

ここで，③によって抽出された項目別の質問と回答のパターンは，チャットボ

ット型の仕組を実現する際のシナリオの基になるものである． 

図 1に①で開発したシステムの画面例を示す．図 2に，②で実施した実際の

BCP作成支援の様子を示す．  

 BCPの作成支援は 5企業で実施できた．企業の業務分類は情報通信業 1社，

小売業 2社，サービス業 2社である．なお，業務分類は同じでも業種は異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図 1 画面例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 BCP作成支援の様子 

  

ように選定しており，なるべく多様な状況を把握できるよう努めた．BCP作成 

はおおむね，1社あたり 1時間×3回の合計 3時間を要した．伴走支援の様子

は図 2のように全て録画した上で文字起こしを行い，各項目におけるやりとり

の整理を行った．その結果，各項目で確認すべきことを明示しないと項目を示

すだけでは適切な回答が得られないこと，項目ごとに答えやすいものとそうで

ないものがあること，答えにくい項目については何を聞く事で答えられるか，

ということを抽出することができた． 

 今回対象とした 5つのモデル企業に対して，自社だけで BCPを作成する事の

難しさと，そのハードルを下げる要因についてインタビューしたところ，全て

の企業で以下の点が指摘された． 

・ BCPの作成が重要であることは分かっているが，他の業務があるなかで

後回しにしてしまう 

・ 自分だけで取り組むのは荷が重い．一緒にやってくれる人がいると取り

組みやすい 

・ BCP作成の伴走支援を通じて，何を考えないといけないかを理解できた 

・ 質問してもらうと答えやすい 

 



 ここから，本研究で着目した問いに基づく伴走型システムが，実効性のある

BCP作成に効果的であることが示唆される．気候変動の関係で特に気象災害の

激甚化と頻発化が進んできており，今回のモデル企業とのインタビューでも

BCP作成ニーズが年々高まっていることが指摘されていた．ここから，今回目

指しているシステムのように，必要性は高いが自分だけで取り組む事が難しい

事柄について，大きな心理的負荷なく取り組めるような仕組に対する社会的期

待は大きい． 

 今回は，チャットボット型システムの開発に至っていないため，人が介入し

ない「問いに基づく伴走型システム」の有効性がどの程度あるかという点まで

は確認ができていないが，今後，本研究の成果に基づいてチャットボット型シ

ステムを開発し，人の介入の有無や，システムと人を併用した運用のあり方，

その場合の介入者の専門性の要求水準などについて検討したいと考えている． 
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５．今後の展望 

 研究期間終了後も，モデル企業を追加して BCP作成の伴走支援を続けてお

り，チャットボットに実装するシナリオ作成のための整理を継続して行ってい

る．また，本研究の取り組みに共感し，チャットボット型 BCP作成支援システ

ムを共同開発したいという申し出があり，現在，チャットボット型システムの

実装に向けた研究を進めている．現在開発しているシステムはシナリオ型チャ

ットボットを用いたシステムであるが，今後，システムを社会実装した際に

は，システム上でのやりとりのデータを蓄積し，蓄積データの学習を通じて，

より多様な内容に適用できる AI型チャットボットを用いたシステムの実装を

検討している． 

 中小企業庁の BCP入門コースひな形は，当該企業の事業継続の方向性を整理

するものであり，実際のオペレーションのためには，現場担当レベルの具体性

を持った BCPが必要である（中小企業庁ひな形の基本コース，中級コース，上

級コースなどが該当）．そのため，将来的には現場担当レベルの仕組に拡充さ

せたいと考えている．また，BCPの内容は被災時のオペレーションための情報

であるため，作成した BCPに基づいて被災対応オペレーションを支援するシス

テムを実現したいと考えている．これには，防災科学技術研究所で運用してい

る防災クロスビュー掲載データの活用が非常に有効であるため，こちらについ



ても今後検討を進めたい． 

 

６．その他の活動内容について 

なし 


